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Ａ．研究目的 

平成24年４月から、それまでの委託事業で

あった重症心身障害児（者）通園事業は法制化

され、「（改定）児童福祉法」と所謂「つなぎ

法」による日中活動支援事業の一つと位置付け

られるようになった。改定までの重症児通園事

業は人件費が嵩むことを主因として、基本的に

赤字体質であった。今回、新体制での一年が経

過した時点で行った、法制化に伴う収支結果に

ついてのアンケート調査の結果を、収支につい

ては３年前のアンケート調査結果との比較を行

い、さらに若干の考察を加えて報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

全国301ヵ所の事業所に、法制化前後の種別

の推移を尋ねた後、平成24年度の年間収支の

結果についてアンケート調査を行った。さらに、

３年前に行った収支に関するアンケート調査結

果との比較を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

回答は136ヵ所の事業所から得た。回収率は

45.2％であった。 

法制化前後の種別変化を見てみると、移行前

の種別では重症児施設併設（45事業所）、生

活介護（知的障害者）施設併設（17事業所）、

通園単独事業（17事業所）が多く、移行はど

の種別も生活介護単独（上記３種別順に12、

７、７事業所）、生活介護と児童発達支援併設

（同じく６、２、２事業所）、さらに放課後等

デイサービス加えた種別（同じく20、８、４

事業所）への移行が主であった（表１）。国立

病院機構（11事業所）に生活介護単独への移

行はなく、全て小児と成人の双方に対応してい

た。全体として、３分の１（41事業所）が生

活介護単独の成人対象の事業所で、５事業所が

小児のみに対応し、それ以外の90事業所は小

児と成人とに対応する種別を選択していた。 

平成24年度収支結果として、“前年度と比

べて収支はどう変化したか”の質問に対して、

“非常に”と“少し”を併せた「改善」が40

％、逆に“非常に”と“少し”を併せて「悪

化」は33％で、「不変」は16％「その他」が1

1％であった（表２）。しかし、全ての項目に

収支（＋）決算と収支（－）決算の事業所が存

在し、「改善」とした事業所の30％は収支

（－）決算で、「悪化」の30％の事業所は収

支（＋）であり、あくまで前年度との比較に基

づく判断と思われた。 

アンケート結果で収支報告の記載があった１

12事業所での収支結果で、収支（＋）だった

事業所数は52事業所、収支（－）だったのは5

4施設と半数ずつに分かれた。収支が０との報

告は６事業所からあった。その結果と事業所規

模の関係では、収支（＋）の事業所の方が収支

（－）の事業所よりも定員数（16.5人と12.0

人）、登録者数（27.1人と22.9人）、スタッフ

数（8.4人と6.6人）において規模が大きい傾向

が見られた（表３）。さらに、定員数５－14

人、15－24人、25人以上の３グループに分け
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て収支（＋）と収支（－）の事業所数を比べて

みると、定員５－14人：収支（＋）27事業所、

収支（－）29事業所、定員15－24人：それぞ

れ12と23事業所、定員25人以上では13と２事

業所であった（表４）。法制化前後の種別変化

について見てみると、定員数５－14人では法

制化前に重症児施設が最も多く、知的障害者

（生活介護）、知的障害児、通園単独事業が続

いたが、法制化後には圧倒的に生活介護＋児童

発達支援＋放課後等デイサービスへの移行が多

かった。しかし、収支面では（＋）も（－）も

見られた。定員15－24人では、法制化前は重

症児施設が圧倒的に多く、後に生活介護、生活

介護＋児童発達支援＋放課後等デイサービスへ

の移行が多かったが、ここでも収支面では

（＋）（－）は様々であった。定員25人以上

の事業所の種別は収支に関係なく生活介護絡み

の事業所ばかりであった。 

各事業所からの収支結果の原因として記載さ

れていたのは、法制化により“実績に比例した

収入”となったことから、利用者数を確保する

算段に力を注ぎ収支が改善したとする事業所が

目に付いた一方で、欠席が多く収入面が不安定

で改善が見られなかった、実績を上げるために

利用者を多く受け入れようとするとスタッフも

増やさねばならず人件費が掛かって収支面は悪

化したなどの記載があった。 

新制度前後の平成25年度と平成22年度調査

の収支の結果を表５に示した。上記したように、

昨年度の収支が収支（＋）だった事業所数は5

2事業所、収支（－）だったのは54施設と半数

ずつに分かれた。収支（＋）と報告のあった5

2事業所の中で旧Ａ型事業所は９事業所であっ

た。３年前のデータになるが、報告のあった1

43事業所の内、103事業所（72.0％）が収支

（－）で、逆に収支（＋）は約３割であった。

そして、当時15人が定員であったＡ型33事業

所の内、30事業所（90.9％）が収支（－）で

あった。ちなみに、旧制度でのＡ型通園事業と

定員５人のＢ型通園事業の基本的な委託費はそ

れぞれ3800万円と1600万円であったが、今回

の結果において、この運営資金がどうだったの

かと今回の収支（＋）、収支（－）との関係を

見たのが表６である。旧体制のＡ型に相当し今

回収支（＋）だった６事業所の給付費の平均は

約5800万円（6100～5600万円）であり、収支

（－）の４事業所の平均は約5000万円（5300

～4300万円）で、給付費額に差が見られた。

一方、人件費はそれぞれ約4400万円（5300～3

000万円）と約4500万円（5600～3800万円）

でありそれ程大きな差は見られなかった。職員

数の平均は、収支（＋）の６事業所で11.4人

（9.9～13.0人）（看護職2.8人（1.0～4.8人）、

介護職8.6人（5.1～10.3人））、収支（－）の

４事業所で10.3人（8.5～12.6人）（看護職3.2

人（2.0～4.9人）、介護職6.1人（4.0～7.0

人））であった。Ｂ型に相当し今回収支（＋）

だった12事業所と収支（－）の４事業所の給

付費の平均はともに約2300万円（3100～1800

万円と2700～1700万円）で大きな差は無かっ

たが、人件費に約1500万円（2100～900万

円）と約2200万円（3100～1700万円）の差を

認めた。職員数の平均は、収支（＋）の12事

業所で4.4人（3.5～5.4人）（看護職1.6人（0.7

～2.8人）、介護職2.4人（1.0～3.1人））、収

支（－）の５事業所で4.3人（2.8～5.0人）

（看護職1.3人（0.7～2.0人）、介護職2.8人

（1.0～4.0人））であった。今回給付費が減少

し収支（－）と報告のあった収支（－）の旧Ａ

型に相当する７事業所、旧Ｂ型の13事業所の

平均給付費はそれぞれ約2000万円（3200～60

0万円）と1000万円（1500～400万円）、平均

人件費は約3400万円（5000～900万円）と約1

300万円（1800～700万円）、職員数は7.5人

（6.0～9.8人）（看護職1.9人（1.0０～3.0人）、

介護職4.6人（4.0～5.2人））と3.4人（2.0～4.

0人）（看護職1.3人（0.3～3.0人）、介護職1.

9人（1.0～3.0人））であった。 

 

Ｄ．考察 

最初に述べたように旧制度の委託事業であっ

た重症児通園事業は赤字体質であり、その原因

は高額な人件費であった。今回のアンケート調

査結果と３年前のデータを併せて検討すると、

今回の結果から収支（＋）と収支（－）の事業

所の割合はほぼ半々であり、新制度になって収
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支（＋）であった事業所数は３年前の約３割か

ら５割へと増えたことになる。それを更に旧体

制での15人定員だったＡ型と５人定員だった

Ｂ型通園事業規模において検討すると、新体制

で15－24人規模では収入が約5800万円では収

支（＋）、約5000万円では収支（－）で、人

件費において大きな差は無く、職員数は収支

（＋）の方が多い位であった。収支（＋）の中

でも、給付費や職員数・看護職数に差は有り絶

対的とは言えないが、この規模の事業所では給

付費5800万円、職員数11人（看護師数３人）

が安定運営をしていく一つのモデルになるかも

しれない。ただ、後述するが、利用者数の確保

が絶対条件になると思われる。一方、５－14

人規模では収支（＋）事業所と収支（－）事業

所の給付費は双方とも平均約2300万円と差は

なかったが、人件費に約1500万円と約2200万

円と約700万円の差を認めた。しかし、職員数

は4.4人と4.3人（看護職数は1.6人と1.3人）と

大きな差は見られず、今回の人件費の違いをど

う説明すべきかさらに検討が必要である。 

また、検討範囲を広めて定員数面で収支を検

討して、定員数５－14人規模では収支（＋）

にも収支（－）にもなり得る、定員15－24人

規模では収支（－）になり易く、定員25人以

上では圧倒的に収支（＋）になるとの結果であ

ったが、その理由については、より多くの、よ

り詳しい資料を基とする更なる検討が必要と思

われた。 

以上のことに関連して、“新制度になってか

らの問題点”として最も多く記載されていたの

が、欠席率の高い重症児者では実績払いとなっ

た新制度下では収入が不安定となり運営が難し

いということであった。確かに、重症児者の欠

席率はより障害程度が軽い児者の欠席率よりも

高いが、それは一度体調を崩すと回復に時間が

掛かることや短期入所利用などの理由であり、

また、その欠席を埋めることもなかなか難しい

ことはこれまでの研究にて明らかにしてきた。

 今回の調査にて、それらの問題を持ちながら

も給付費を確保し収支（＋）を獲得している事

業所があることを示せたが、そうでない事業所

は今回の結果を参考にして今後経営面が順調に

なるように努力して頂ければと考える。 

 

Ｅ．結論 

法制化された全国日中活動支援事業所に、昨

年度一年の収支結果についてアンケート調査を

行った。事業収支に関しては、法制化前に比し

て黒字化していた事業所が増えていた。定員1

5－24人規模の事業所では、高い利用率を維持

して給付費5800万円を獲得し、職員数は11人

（内、看護職３人）が一つのモデルになる。定

員数が25人以上の生活介護事業所では黒字の

所が多かったが、定員５－14人の事業所の運

営に関しては更なる検討が必要である。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

①水戸敬 兵庫県下での重症心身障害児

（者）通園事業利用の現状と今後の対策  

日本重症心身障害学会誌 印刷中 
②水戸敬、高嶋幸男、末光茂 重症心身障害
児（者）通園事業施行施設への運営体制・
状況に関するアンケート調査結果 日本重
症心身障害学会誌 38(3)413－419 2013 

 
 ２．学会発表 

① T. MITO, S. TAKASHIMA  Daycare 

services for children and adults with 

severe motor and intellectual disabilities 

in Japan  3rd IASSIDD Asia-Pacific 

regional conference. Tokyo. JAPAN. 
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表 １ 法制化に伴う主な事業所種別の変化 

  
     移行前                 移行後 

 

                  生活介護   生活介護      生活介護 

                   単独   ＋児童発達支援   ＋児童発達支援 

                                ＋放課後等デイサービス 

  
  重症心身障害児者施設（４５）   １２     ６         ２０ 

  生活介護（知的障害者）（１７）   ７     ２          ８ 

  通園単独事業（１７）        ７     ２          ４ 

  国立病院機構（１１）        ０     ２          ８ 

  肢体不自由児（１０）        ３     ２          １ 

  肢体不自由＋重症児施設（９）    ４     ２          １ 

 

 
       表 ２ 前年度に比して収支はどう変化したかの質問への回答 

  
              事業所数（収支（＋） 収支（－））      ％ 

 

   ① 非常に改善     １４ （ １０    ４ ）      １２．７ 

   ② 少し改善      ３０ （ ２０    ９ ）      ２７．３ 

   ③ 不変        １８ （  ７    ８ ）      １６．４ 

   ④ 少し悪化      ２１ （  ９   １２ ）      １９．１ 

 ⑤ 非常に悪化     １５ （  ２   １３ ）      １３．６ 

  ⑥ その他       １２ （  ４    ６ ）      １０．９ 

 

   計        １００ （ ５２   ５２ ）     １００．０ 

 

 
                 表 ３ 収支結果別のデータ 

 
             全体      収支（＋）   収支（±０）   収支（－） 

（事業所数）  （１３６）     （５２）     （６）     （５４） 

 

     定員数    １４．２０    １６．４９    １３．３３   １２．００ 

     登録者数   ２４．９８    ２７．１４    ２４．３３   ２２．８７ 

     スタッフ数 

     看護師     ２．０８     ２．１０     ２．００    ２．０１ 

     支援職     ５．１８     ６．２９     ６．００    ４．６３ 

 

       
（人） 
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 表 ４ 定員数別の収支分布 

 
              定員数      収支（＋）   収支（－） 

 

             ５－１４ 人     ２７      ２９ 

            １５－２４ 人     １２      ２３ 

            ２５ 人以上      １３       ２ 

 
                                （事業所） 

 

 

                  表 ５  新制度前後の収支の変化 

 

           今年度アンケート調査 

 
             収支（＋）   ５２（ 旧Ａ型  ９ ）事業所 

             収支（－）   ５４（ 旧Ａ型 ２１ ）事業所 

 

 
           平成２２年度アンケート調査 

 
                 事業所数      収支（－） 

 

             Ａ 型      ３３       ３０（９０．９％） 

             Ｂ 型     １１０       ７３（６６．４％） 

              計      １４３      １０３（７２．０％） 

 

 

 

           表 ６ 収支結果と旧Ａ型・Ｂ型からの給付費の変化 

 

                 収支（＋）          収支（－） 

            ３８００万  １６００万   ３８００万  １６００万 

 

    給付費増加      ６     １２       ４      ５ 

       不変      ０      ３       ２      ４ 

       減少      １      ２       ７     １３ 

   
      計          ２４事業所          ３５事業所 

 

 

 


